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エクアドル国「チンボラソ県貧困削減のための持続的総合農村開発実施体制強化プロジェクト」 

における終了時評価団とエクアドル共和国関係機関の合同評価ミニッツ 

 

 

国際協力機構（以下「ＪＩＣＡ」）により結成された永代成日出氏を団長とする日本の終了時評価調査団（以下

「評価団」）は 2010 年 7 月 25 日から 8 月 12 日にエクアドル共和国（以下「エクアドル」）を「チンボラソ県貧困

削減のための持続的総合農村開発実施体制強化プロジェクト」（以下「プロジェクト」）の終了時評価とプロジ

ェクト終了時までのプロジェクト活動計画について意見交換を行うために訪れた。 

 

評価団とエクアドル側評価委員会によって結成された合同評価委員会は、終了時評価調査を行い、両国政

府に必要な提案を行う目的で結成された。 

 

合同評価委員会は関係機関からの情報収集および対象地域の現地調査を実施し、「終了時評価 合同評価

報告書」（以下「報告書」）を作成した。この報告書はプロジェクトの合同調整委員会へ報告された。 

 

その報告を受け、合同調整員会は添付の内容に合意した。 

 

本終了時評価調査のミニッツにおいて同様の価値と内容の 7 通の原本に署名を行い、署名を行った各者の

もとに 1 通ずつ保管する。 

 

2010 年 8 月 12 日 キト市 エクアドル 

                                                               
Sr. Masao Takai 
Director Representante 
Agencia de Cooperación Internacional del Japón (JICA)  
Japón

Abg. Mariano Curicama G. 
Prefecto, 
Gobierno Autónomo Descentralizado de la 
Provincia de Chimborazo 
República del Ecuador 

Dr. Iván Almeida 
Coordinador Técnico 
Secretaría Técnica de Cooperación Internacional 
República del Ecuador 
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Econ. Juan Carlos Parra  
Subsecretario de Planificación, 
Ministerio de Agricultura, Ganadería, 
Acuacultura y Pesca 
República del Ecuador 

Ing. Diana Martucci
Subsecretaria de Planificación,
Ministerio del Ambiente 

República del Ecuador 

Dra. Cecilia Vaca
Coordinadora General de Planificación,
Ministerio de Educación, 
República del Ecuador 

Dra. Carmen Laspina
Directora General de Salud, 
Ministerio de Salud Pública, 
República del Ecuador 
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添付 

 

1. 終了時評価調査団とエクアドル政府によって構成された合同評価委員会は合同調整委員会へ「終了時評価合同評価

報告書」を提出した。 

 

2. 合同調整委員会は合同評価委員会により提出された報告書を受理し、プロジェクトの成功のために Plan National del 

Buen Vivir 2009-2013の枠組みの中で、 下記提言事項を実行するため必要な対策をとることを確認した。 

 

1) チンボラソ県持続的総合農村開発戦略の詳細化を行い、CP による全体的戦略の策定能力の強化、

および CP 間の「持続的農村開発戦略」の目的の共有の強化を行う必要がある。具体的には、全体戦

略の目標・上位目標の修正、全体戦略およびセクター戦略のベースラインと指標の設定を行い、持

続的総合農村開発戦略の実施により達成される対象地域の将来像を明確にする。 

2) 「戦略」の詳細化に従い、事業計画の詳細化を行う必要がある。具体的には、適切な技術を使いなが

ら、各事業計画の戦略との整合性の明確化、各計画のベースラインと指標の設定、各事業の主要実

施機関の参加・調整・役割と対象地域の明確化、各事業の実施手法（ECA と ECA 以外）の明確化を

行う必要がある。 

3) 事業計画に基づく年度計画は、集落住民の参加と技術面での適切な動機づけを促進し、合意に基づ

き決定したうえ、事業の各対象地域の現状（過去の経験、ニーズ、リソース、ポテンシャル）を考慮し

て個々に計画される必要がある。 

4) 本プロジェクトにおけるパイロット・プロジェクトの位置づけを CP 間で確認する。具体的には、パイロッ

ト・プロジェクトが戦略と開発手法および実施体制を検証できるものであるかということだけでなく、パ

イロット・プロジェクトの成果が次年度以降の活動にどのように拡充・発展するかを踏まえ、パイロット・

プロジェクト内容を修正する必要がある。また、パイロット・プロジェクトのモニタリング・評価方法と実

施時期を明確にする必要がある。 

5) アンデスの伝統的な技術・祖先から伝わる知識及び作物の復興や、可能な限り集落のポテンシャル

を活かした収入源創出に向けた事業の企画・立案を行い、実行する必要がある。また、ECA の活動

の他の集落への拡大や、ECA 実施中の同集落の他の住民への活動性かの普及を事業計画の中で

明らかにする必要がある。 

6) 現在のパイロット・プロジェクトでは、特に集落の収入源創出と一部の土壌保全にかかる適切な技術

指導の不足が確認された。同分野に関連する戦略、事業計画、パイロット・プロジェクトの実施を行う

ために、同分野の技術的な投入を行う必要がある。 

7) 事業計画の作成に基づき、県庁および各省の予算計画を作成し予算の確保を行う必要がある。特に

2011年度に実施される計画に関する予算については、早急に予算の確保を行わなければならない。

また、今後の戦略内での活動の拡大・対象集落の拡大を踏まえ、各省の中央機関の予算管理部門と

調整し、C/P ファンドの各省内での予算化（事業計画実施のための予算項目の創設など）を図る必要

がある。 

8) 戦略および事業計画実施のための人員の継続的な割り当てを徹底する必要がある。具体的には、各

関係機関の C/P、プロモーター、長官会議の出席者の継続化である。各関係機関は今後の活動の拡

大・対象集落の拡大を踏まえ、十分なフルタイムカウンターパートを継続して配置する必要がある。

プロモーターについては新規着任者への研修と前任からの引継ぎのための十分な時間を確保する
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か、地方政府と協議等を行い、プロモーターの継続的な雇用ができる体制を整える。長官会議が十

分な機能を果たせるように、各関係機関の権限を持ったものが継続して出席する。 

9) 今後の活動の拡大・対象集落の拡大への準備および迅速な集落のニーズ収集とニーズに応じた活

動のタイムリーな実施のためにも、地方政府と戦略・事業計画を共有し、既存の関係機関と協働した

実施体制の確立を行う必要がある。 

10) 2011 年以降の本格事業の開始に向けた準備業務（事業実施体制強化、事業資金調達、プロジェクト

のパラメーターと適切な分析に基づいたモデル集落の選定、地方政府のプロジェクトへの参画に向

けた協議など）を行う必要がある。 

 

3. 合同調整委員会は 2.の提言事項を受領し、添付資料のＰＤＭ、ＰＯ(改訂案)を了承した。また、プロジェクト実施期間を

以下の通り変更を行う必要性について了承した。 

(前) ２００９年２月２４日～２０１１年２月２３日 

(後) ２００９年２月２４日～２０１１年８月２３日 

 

 

 

添付資料：ＰＤＭ、ＰＯ(改訂版) 

 

参考資料：終了時評価合同評価報告書 
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添付資料(1/2)   プロジェクト・デザイン・マトリックス (PDM) 改訂案

案件名  : チンボラソ県貧困削減のための持続的総合農村開発実施体制強化プロジェクト

協力期間 : 2009 年 2 月～2011 年 8 月 (2 年 6 ヶ月間)
対象地域 : チンボラソ県（コルタ郡、グアモテ郡、リオバンバ郡）

ターゲットグループ : チンボラソ県政府(CPCH), 農業牧畜漁業省県事務所、環境省県事務所、教育省県事務所（二言語局、スペイン語局）、保健省県事務所

協力相手先機関 : チンボラソ県政府(CPCH), 農業牧畜漁業省、環境省、教育省、保健省

裨益者 : チンボラソ県 3 郡の対象集落住民(各郡 2 集落 計 6 集落)
Ver.2 合意年月日: 2010 年 8 月 12 日

プロジェクトの要約 指標 指標の入手手段 外部条件

スーパーゴール

シエラ地域で県政府、関係省庁、関係機関、住民によっ

て持続的総合農村開発事業が実施される。

1) チンボラソ県の農村開発モデルに関連した持続的

総合農村開発事業が、シエラ地域で実施される。

1)対象事業の実施報告書  エクアドルの貧困削減に

対する政策上の重要度

が低下しない。 

上位目標

チンボラソ県において、貧困削減に向けた持続的総合農

村開発事業が実施される。

1) チンボラソ県持続的総合農村開発戦略に基づい

たアクションプランが実施される。

1)対象事業の実施報告書  エクアドル政府、他県が

本事業を農村開発のモ

デルに採用する。 

 チンボラソ県の貧困削

減に向けた持続的総合

農村開発政策に変更が

ない。 

プロジェクト目標

チンボラソ県において、貧困削減に向けた持続的総合農

村開発実施の実施体制が整備される。

1) チンボラソ県政府、関係省庁及び関係機関によ

り、マルチセクターからなる開発事業実施チームが形

成される

2) 持続的総合（マルチセクター型）農村開発戦略に

基づく事業実施のための予算が確保される

1) 開発事業実施チームの運

営運営にかかる合意書

2) -1 チンボラソ県政府予算書

2) -2 関係省庁のチンボラソ県

政府向け事業予算書

 県政府、関係省庁及び

関係機関の役割、体制

が大幅に変更されない。 

 関係省庁の全体予算が

大幅に削減されない 
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成果 1
チンボラソ県政府、関係省庁及び関係機関の持続的総

合農村開発事業に関係する問題分析能力が強化され

る。

1) C/P によりモデルコミュニティの現況調査とベース

ライン調査が計画・実施される。

2) C/P により対象コミュニティにお現状把握調査報告

書が作成される。(全部で６つの報告書)
3) C/P によりコミュニティレベルの開発ニーズの把

握・共有のための参加型ワークショップが開催され

る。

1) 対象集落調査報告書

2) ワークショップ報告書

 関係機関の人事異動が

頻繁に起こらないこと 

成果 2 
チンボラソ県政府、関係省庁及び関係機関の持続的総

合農村開発事業に関係する事業計画策定能力が強化さ

れる。

1) 住民と共有されたチンボラソ県の持続的総合農村

開発戦略が策定される。

2) 住民と共有された各セクター(農業・農村開発、環

境、教育、保健、公共事業)のための事業計画が

策定される。

3) C/P により事業計画実施のための資金計画が策

定される。

4) C/P により事業計画実施のための要請書が関係

機関に対し提出される。

1) チンボラソ県持続的総合農

村開発戦略及び住民との

合意議事録

2) セクター別事業実施計画オ

ヨに住民との合意議事録

3) 事業計画実施のための資

金計画

4) 事業計画実施のための要

請書

成果 3 
チンボラソ県政府、関係省庁及び関係機関の持続的総

合農村開発事業に関係する事業実施・管理運営能力が

強化される。

1) プロジェクト運営委員会が定期的(月 1 回程度)に
開催され、C/P によりパイロット・プロジェクト実施報

告が行われる。

2) パイロット・プロジェクト実施報告書がプロジェクト

運営委員会に提出される。

3) C/P によりパイロット・プロジェクトのモニタリング・

評価が行われる。

4) 持続的総合農村開発手法マニュアルが作成され

る。

5) 公的機関による事業の実施・運営・管理に関し、

住民の満足度が向上する。(ベースライン調査時

及び終了時の比較)

1) 住民に対する満足度調査

2) パイロット・プロジェクト実施

報告書

3) プロジェクト運営委員会議

事録

4) 持続的総合農村開発手法

マニュアル
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活動 投入

 チンボラソ県の治安が

確保される。

 集落の継続的な協力が

得られる。

"問題分析能力強化"
1-1 プロジェクト運営委員会、分野別ワーキンググルー

プを設置する。

1-2 モデル集落を選定する。

1-3 モデル集落で現況調査/ベースライン調査を実施す

る。

1-4 参加型ワークショップを通じて、集落の開発ニーズ

を把握する。

＜エクアドル側＞

 プロジェクトダイレクター、プロジェクトマネージャー

 プロジェクトスタッフ（チンボラソ県技術者；農業、環境、教育、保健、公共事業

の各分野から各一名以上のフルタイムＣＰ）

 プロジェクトスタッフ(農業、環境、教育、保健、公共事業の各分野の省庁県事

務所の担当者；フルタイムＣＰ)
 プロジェクト運営経費(パイロット・プロジェクト実施経費、プロジェクト運営管理

費)
 プロジェクト事務所の設置(チンボラソ県庁舎内 ；家具、基本備品、電話、イン

ターネット設備)
 アシスタント要員の配置

 プロジェクト車輌

＜日本側＞

 長期専門家(①チーフアドバイザー/コミュニティ開発人材育成 24MM、②参加

型開発/業務調整 24MM) 
 短期専門家(参加型ワークショップ手法、土壌保全、教育、保健の各分野；各

分野 3 ヶ月程度)
 第三国専門家(PCM 手法 ； アルゼンチン、チリ等より)
 ローカルコンサルタントの配置

 第三国研修の実施(ボリビア等の先行事例など)
 資機材(パイロット・プロジェクト実施のため)
 プロジェクト運営経費の一部補填

 プロジェクト車輌

"事業計画策定能力強化"
2-1 開発ニーズに基づき持続的総合（マルチセクター

型）農村開発戦略を策定する。

2-2 セクター別事業計画を策定する。

2-3 各事業計画実施に必要な資金計画を策定する。

2-4 関係機関に事業計画の実施を要請する。

"事業実施・運営管理能力強化"
3-1 パイロット・プロジェクト実施に必要な体制を整え

る。

3-2 モデル集落でパイロット・プロジェクトを実施する。

3-3 モニタリング・評価を行う。

3-4 持続的総合農村開発手法案を策定する。

3-5 2011 年以降の本体事業の開始ための準備作業を

行う。
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3, 4 5, 6 7, 8 9,　10 11,　12 1, 2 3.4 5, 6 7, 8
①関係組織からプロジェクト運営委員会のメンバーを選出する。 ==>
②関係組織と各分野別ワーキンググループを立ち上げる。 ==>
③プロジェクト運営委員会と分野別ワーキンググループの機能を定例化
する。

==>

①モデル集落の選定基準を策定する。 ==>
②モデル集落を選定する。 ==>
①調査手法を分析し、調査計画を策定する。 == ==>
②調査を実施する。 ==>
③調査結果を集計する。 ==>
①ワークショップの実施計画を策定する。(実施手法含む) ==>
②ワークショップのファシリテーターを訓練する。 ==>
③参加型ワークショップを開催する。 == ==>
④ワークショップの結果を集計し、開発ニーズを把握する。 ==>
①持続的総合農村開発戦略を策定する。 ==>
②セクター別の持続的総合農村開発戦略を策定する。 ==>
③持続的総合農村開発戦略を詳細化する。 ==>
④セクター別の持続的総合農村開発戦略を詳細化する。 ==>
①セクター別活動計画（PDM, 投入）を策定する。 ==>
②セクター別の中期事業計画を策定する。 ==>
③セクター別活動計画を戦略の見直し結果に応じ詳細化する。 ==> ==>
④セクター別の中期事業計画を戦略の見直し結果に応じ詳細化する。 ==> ==>
①2011年度の資金計画を当初の戦略案・事業案を元に策定する。

②各C/P機関が予算源の確認を行う。

③中期事業計画に基づき、資金計画を策定する。 ==>
①活動計画と予算計画に基づいた2011年度の事業計画を各C/P機関
へ提案する。
②各C/P機関へ活動計画と予算計画に基づいた事業計画を提案する。 ==>
①戦略・事業計画に基づきパイロット・プロジェクトの計画案を策定する。 ==>
②パイロット・プロジェクトの実施体制を構築する。 ==>
③各集落でグループ策定と研修を行う。 ==>
①モデル集落に対し、パイロット・プロジェクトの計画案を説明する。 ==>
②事業計画ごとのそれぞれの対象地域において対象住民とパイロット・
プロジェクトの計画を確定する。

==> ==>

③集落が中心的なアクターとして参加し、パイロット・プロジェクトを実施
する。

==> ==> ==> ==> ==> ==> ==> ==> ==> ==> ==>

①パイロット・プロジェクトのモニタリング・評価計画・手法を策定する。 ==> ==>
②パイロット・プロジェクトのモニタリング・評価を通じ、優良事例と不良
事例を特定する。

==> ==>

③評価結果を集計する。 ==>
④モニタリング・評価結果に基づき、持続的総合農村開発戦略と活動計
画を修正する。

==>

①評価結果に基づき、開発手法の分析を行う。(研修教材や実施マニュ
アルを含む)

==> ==>

②開発手法のためのマニュアル案を作成する。 ==> ==>
①プロモーターの継続的な活動体制を検討し決定する。 ==> ==>
②集落状況の分析を行い、新たな対象集落を選定する。 ==> ==> ==>
③新たな対象集落を含むカントン・パロキア政府と戦略・開発計画の共
有化を図る。

==> ==>

④カントン・パロキア政府を含んだ開発の実施体制を整備する。 ==> ==>
⑤2011年の事業計画のそれぞれの対象地域において対象住民と年度
事業計画を策定する。

==>

⑥開発計画に基づき、プロモーターの養成を行う。 ==>
⑦開発手法に基づき2011年の活動対象集落の動機付けを行い、2011
年の事業を開始する。

==> ==> ==> ==>

⑧総合農村開発戦略および開発手法に基づき2012年度の年間計画お
よび予算計画を策定する。

==>

⑨2012年度の年間予算の申請を行う。 ==>

==>
==>
==>
==>

2-4 関係機関に事業計画の実施

を要請する。

5, 69, 107, 8

2-2 セクター別事業計画を策定す

る。

==>
==>

==>

2009 2010

2-1 開発ニーズに基づき持続的総

合（マルチセクター型）農村開発
戦略を策定する。

1-1 プロジェクト運営委員会、分
野別ワーキンググループを設置
する。

1-2 モデル集落を選定する。

1-3 モデル集落で現況調査/ベー
スライン調査を実施する。

1-4 参加型ワークショップを通じ
て、集落の開発ニーズを把握す
る。

11, 12
活動 詳細活動

添付資料(2/2) PO(改定版)

「チンボラソ県貧困削減のための持続的総合農村開発実施体制強化プロジェクト」POの変更案

第一年次 第二年次

2011
第三年次

3, 41, 2

3-4　持続的総合農村開発手法案

を策定する。

3-5 2011年以降の本体事業の開

始ための準備作業を行う。

事業実施・運営
管理能力強化

2-3 各事業計画実施に必要な資

金計画を策定する。

3-1　パイロット・プロジェクト実施

に必要な体制を整える。

3-2　モデル集落でパイロット・プロ

ジェクトを実施する。

3-3　モニタリング・評価を行う。

事業計画策定
能力強化

問題分析能力
強化

Annex II

－
110

－



㸫 111 㸫

12．合同評価報告書（署名版）（西文）



㸫 112 㸫



㸫 113 㸫



㸫 114 㸫



㸫 115 㸫



㸫 116 㸫



㸫 117 㸫



㸫 118 㸫



㸫 119 㸫



㸫 120 㸫



㸫 121 㸫



㸫 122 㸫



㸫 123 㸫



㸫 124 㸫



㸫 125 㸫



㸫 126 㸫



㸫 127 㸫



㸫 128 㸫



㸫 129 㸫



㸫 130 㸫



㸫 131 㸫



㸫 132 㸫



㸫 133 㸫



㸫 134 㸫



㸫 135 㸫



㸫 136 㸫



㸫 137 㸫



㸫 138 㸫



㸫 139 㸫



㸫 140 㸫



㸫 141 㸫



㸫 142 㸫



㸫 143 㸫



㸫 144 㸫



㸫 145 㸫



㸫 146 㸫



㸫 147 㸫


	付属資料
	10．ミニッツ（署名版）（西文）
	11．ミニッツ〔和文（仮訳）〕
	12．合同評価報告書（署名版）（西文）


